
‭共同声明：カンボジア政府は表現の自由を堅持し、労働人権同盟センターとエ‬
‭クイタブル・カンボジア（EC）に対する司法による嫌がらせを止めよ‬

‭我々、以下に署名する団体は、カンボジア政府に対し、労働人権同盟センター（‬
‭CENTRAL）（以下、セントラル）およびエクイタブル・カンボジアのEang Vuthy事‬
‭務局長に対する報復と司法による嫌がらせを止めるよう強く求める。‬

‭司法上の嫌がらせによる反対意見の封殺‬

‭カンボジア政府は、政府系労働組合とともに、代表的な労働権監視団体であるセント‬
‭ラルに対する組織的な中傷キャンペーンを展開している。これは、カンボジアの人権‬
‭状況が悪化していることの新たな事例である。‬

‭2024年7月15日、「べター・ファクトリー・カンボジア」登録工場における結社の自‬
‭由の制限を批判したセントラルの報告書を受け、内務省の要請を受けた国家監査機関‬
‭がセントラルに対する監査を開始した。報告書は、労働者が自らの権利を行使し、苦‬
‭情を申し立てるのを支援するために改善すべき分野を明確にした。この報告書の発表‬
‭以来、セントラルは、事務所前での抗議行動、職員に対する法的告発、そしてセント‬
‭ラルを調査するよう政府系組合が提起した請願によって、繰り返し標的にされてい‬
‭る。このような捜査の開始は、 人権擁護者(HRDs)を威嚇し、市民社会組織の評判を落‬
‭とし、その活動を妨害するためにカンボジア政府が用いる常套手段である。‬

‭2012年以来、ECは土地収奪や天然資源の搾取によって影響を受けているコミュニティ‬
‭のために声を大にして提言してきた。2016年、Eang Vuthyも司法による嫌がらせに‬
‭遭った。2017年にはECは恣意的に1ヶ月間の活動停止を余儀なくされた。‬

‭2024年3月、Eang Vuthyは、「重罪を犯しまたは社会の安全を妨げることを扇動す‬
‭る」罪で起訴され、最高2年の懲役刑に処される可能性がある。これは、法的救済を求‬
‭めるコミュニティをEang VuthyとECが支援することを阻止しようとする露骨な試みで‬
‭ある。‬

‭ECはまた、カンボジアのマイクロファイナンス・セクター（小規模融資部門）におけ‬
‭る国際金融公社(IFC)の略奪的な融資実務に対する著名な訴訟にも関与している。この‬
‭事件は現在、IFCのアカウンタビリティを担当するコンプライアンス・アドバイザー・‬
‭オンブズマンが調査中である。‬

‭Eang Vuthyに対して刑事告発がでっち上げられたことは、処罰されるべきことが見逃‬
‭されていることを意味し、は、政府と民間部門が説明責任を果たさずに大規模な「開‬
‭発」プロジェクトの展開ができてしまう仕組みがあること暗示している。‬

‭悪化するカンボジアの人権状況‬

‭セントラルとEang Vuthyに対する最近の事件は、カンボジアにおけるHRDsと人権グ‬
‭ループを狙い撃ちにした司法による嫌がらせの事件がますます悪質化し増加している‬
‭ことを反映している。‬

‭2024年7月、環境保護団体「マザー・ネイチャー」に関係する10人のHRDsが、政府に‬
‭対する陰謀と国王に対する侮辱という根拠のない罪で有罪かつ実刑判決を受けた。‬



‭2023年には同様に、ナガワールドの組合リーダーである‬‭Chhim Sithar‬‭と、労働権を支‬
‭援するナガワールドのカンボジア人従業員組合のメンバー8人が、「重罪を犯しまたは‬
‭社会の安全を妨げることを扇動する罪」で有罪判決を受けた。彼らは賃上げと不当に‬
‭解雇された組合員の復職を平和的に要求したことについて、実刑判決を受けた。‬

‭2023年の選挙に向け、FORUM-ASIAはパートナー団体とともに、暴力と政治的抑圧が‬
‭エスカレートする中、選挙の公正な実施があからさまに無視され、同国が権威主義に‬
‭陥っていることについて重大な懸念を表明した。CIVICUS は、カンボジアの市民的空‬
‭間は「抑圧されている」と評価し、HRDsは監視、脅迫、投獄、死の危険にさらされて‬
‭いると指摘した。‬

‭市民社会に対する政府の度重なる攻撃は「従属か、さもなくば沈黙か」という明確な‬
‭メッセージを送るものである。‬

‭セントラルとEang Vuthyに対する裁判は、政府が公然と反対意見を抑圧することを可‬
‭能にする危険な先例を作りかねない。これは、人々が最終的に声をあげることをやめ‬
‭るような恐怖の環境を作り出し、完全な権威主義への道を開くことになりかねない。‬

‭行動要請‬

‭私たちはカンボジア政府に対し、すべての人に表現と集会の自由を保障するカンボジ‬
‭ア憲法第41条に則り、セントラルとEang Vuthyに対する捜査と告発を直ちに取り下げ‬
‭るよう求める。‬

‭市民的及び政治的権利に関する国際規約の締約国として、カンボジア政府は、第9条に‬
‭明記されているように、恣意的な逮捕や拘禁からの自由に対する人々の権利を支持す‬
‭ることによって、その原則を遵守する必要がある。‬

‭私たちは、投資家、国際金融機関、援助国政府に対し、自らの人権に関する義務を思‬
‭い起こさせ、カンボジア政府に対して、同国における人権保障の侵食と市民的空間の‬
‭縮小について説明責任を果たさせる必要性があることを強く主張するものである。‬
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